
①企業誘致等に向けた取組
　民間企業と連携し、市内用地のマッチング
等を活用した企業立地を促進する。

継続 ―
まちづくり
振興課

②課税客体の的確な把握
　開発事業に伴う税収効果の的確な把握に努
める。

継続 228 税務課

③固定資産税評価額の見直し
　評価替えの実施年度とあわせて雑種地の評
価額の見直しを行う。

R9・R10 15 税務課

④市税等の徴収対策の強化
　市税等の徴収対策の強化に関する基本方針
及び実施計画に基づいた取組を強化する。

継続 ―
税務課

(収納対策室)

未利用地及び施設の売却・貸付を推進する。 継続 68 財政課

①ふれあいバス運賃の見直し 　ふれあいバス運賃の見直しを行う。 R8 4 企画政策課

②窓口交付手数料の見直し
　市民課・税務課窓口交付手数料の見直しを
行う。

R8 15 市民課・税務課

　保育園給食費（副食費）利用者負担金の見
直しを行う。

R8 子育て支援課

　がん検診自己負担額の見直しを行う。 R8 健康増進課

　Ｂ型予防接種自己負担額の見直しを行う。 R7～R9 健康増進課

　直接搬入ごみの有料化を導入する。 R7 クリーン推進課

　ごみ袋の有料化を導入する。 R8 クリーン推進課

　上水道料金の見直しを行う。 R9 上下水道課

　下水道使用料の見直しを行う。 R8 上下水道課

　公園テニスコート使用料の見直しを行う。 R8 都市計画課

　学校開放事業の電気料の徴収を導入する。 R8
生涯学習課

(スポーツ振興室)

　市営キャンプ場使用料の徴収を導入する。 R8
生涯学習課

(スポーツ振興室)

　市営グラウンド使用料の見直しを行う。 R8
生涯学習課

(スポーツ振興室)

　スポーツプラザ施設使用料の見直しを行
う。

R8 スポーツプラザ

　中央公民館使用料の見直しを行う。 R8 中央公民館

　やちまた応援寄附金（企業版を含む）の拡
充を推進する。

継続 110 企画政策課

①補助金・交付金等の積極的
な活用

　国・県の補助金や交付金等の積極的な活用
を推進する。

継続 ― 各課等

②ネーミングライツの導入
　公共施設や公用車を対象に、ネーミングラ
イツ制度を導入する。

継続 1 財政課

1,207

ア

歳
入
の
確
保

内容
財政効果
見込額

【別冊】　アクションプラン（具体的な取組内容と財政効果）

※見込額の積算が困難な取組については値を（－）で表示　【単位：百万円】

財政効果見込額　計①

取組項目

（イ）未利用地等の活用

（ウ）受益者負担の適正化

（ア）企業誘致等による税収の確保

③自己負担額の見直し 150

④家庭ごみの有料化 525

⑤上下水道料金（使用料）の
見直し

80

⑥公共施設使用料の見直し 11

（エ）ふるさと納税の推進

実施年度 主な担当部署

　近年の急激な物価高騰に伴い、施設の維持管理費や光熱水費などが上昇しています。こうした状況を踏まえ、公
平性の確保、受益者負担の適正化及び持続的なサービス提供の観点から、使用料・手数料等の見直しを行います。

（オ）新たな財源の確保

本アクションプランは、財政健全化に向けた具体的な取組内容と、それらの取組を実施したことによる財政

効果（計画期間：令和７年度から令和１０年度までの４年間）を示したものです。

なお、財政効果見込額は、一般財源に与える影響額を示しており、景気や社会情勢の変化に伴う歳入の増減、

新たに発生する歳出などの下方要因（減収や追加支出のリスク）は考慮していません。



670
総務課

企画政策課

562 各課等

― 各課等

1,232

19 教育総務課

―

19

②つくし園の閉園 4 障がい福祉課

③八街駅自転車駐車場の一部
廃止

7 都市計画課

―

22

⑤朝陽幼稚園の休園 12 教育総務課

⑥学校給食センターの一元化 ― 学校給食センター

83

財政効果見込額　合計（①＋②＋③） 2,522（約25億円）

取組項目 内容
財政効果
見込額

主な担当部署

ウ

公
共
施
設
の
あ
り
方
の
見
直
し

教育総務課

　八街駅自転車駐車場を一部廃止する。（R8年度～）

　中長期的な市立学校の在り方について検討する。

　中長期的な保育園の在り方について検討する。

　二州第一保育園を閉園する。（R9年度～）
子育て支援課

④学校の在り方検討
　二州小学校沖分校を休校する。（R9年度～）

　調理場の集約に向けて検討する。

①保育園の統廃合

財政効果見込額　計③

（イ）事務事業の見直し

（ウ）大型事業の抑制
　大型事業は当面の間休止し、必要に応じて計画の見
直しを行う。

イ

歳
出
の
削
減

財政効果見込額　計②

（ア）維持管理コストの縮減 　小・中学校の施設照明等のＬＥＤ化を推進する。

（イ）公共施設の集約化・統合

取組項目
財政効果
見込額

主な担当部署

　朝陽幼稚園を休園する。（R8年度～）

　つくし園を閉園する。（R8年度～）

　事務事業を総点検し、廃止・縮小を含む見直しを行
うことで、持続可能な行政サービスを確保する。

（ア）総人件費の抑制
　行政組織のスリム化・定員管理の適正化・時間外勤
務手当の削減・ＤＸの推進に取り組む。

内容


